
年 7 月 日
年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

市民は、自ら疾病予防と健康づくりに取り組むとともに、健診等により、病気の早期発見、早期治療につなげ健康に暮らしている。

E

D

B
かかりつけ医を持つ市民の割
合

C

85.0A
健康診断やバランスある食生活
など、疾病予防や健康づくりを心
がけている市民の割合

70.2% 74.177.6

80.0 (81.9)% 71.1 78.877.1

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標） ２６年度（目標）成果指標 単位 1９年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

２０年度（実績）

単位

人

対象指標

235,692 237,501

２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績） ２３年度（目標）

233,340236,461

２６年度（目標）

全ての市民

236,057人口 236,711

平成平成平成平成 年度年度年度年度

作成日

更新日

23232323

2523

岩橋　隆一郎

関　係　課　名 　　保険年金課、学事課

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

健康づくり課地域で安心して生活できる社会の実現

健康づくりの支援

　「健康づくりの支援」については、市民意向調査でも市民の約９割が重要度を示していることから、最
終年度の成果指標の目標数値Aの85%は据え置き,各年度の目標値は最終年度目標値との整合性を取
りながら設定し直し、Bの80%はH22年度において目標値に到達しており、今後81.9％を維持していくこと
を目標とした。

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

市民意向調査

○健康に暮らしていくためには、市民一人ひとりが自ら健康増進に努めることが必要であることから、市
民の健康づくりに関する意識の向上が必要であるため。
○自らの健康管理を促進するため、健康管理、病気治療の必要性、自分の健康についての相談ができ
る、「かかりつけ医」の定着を取り組み方針としているため。

施策№

2

8

第2章

施　策　名

市民は、自ら疾病予防と健康づくりに取り組むとともに、健診等により、病気の早期発見、早期治療につな
げ健康に暮らしている。

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1９年度（実績）

75.0

80.4

78.8

81.9

82.0

81.9

１８年度（実績）

202,983

１８年度（実績）

66.3

70.6



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名：県内２０市町 ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

【現状】
　○「特別巡回ラジオ体操会」の開催や「朝ラジ　まなざし　朝ごはん」プロジェクトなどにより、市民への健康づくりの意識高揚が図ら
　　れ、地域でのラジオ体操の取り組みが少しずつ浸透してきている。
　○生活習慣病予防が手軽にできる健康運動の場づくりとして、ウォーキングやラジオ体操など身近な取り組みの場が増えてきて
　　おり、特定保健指導と健康づくりの連携についても取り組みだした。
　○健康推進員や母子保健推進員など市民リーダーの育成により、市民の健康づくりや母子保健の取り組みの輪が広がってきた。
　○食育推進計画や第5回食育推進全国大会の開催などにより、食育関係のネットワークづくりに取り組み少しずつ連携が図られて
　　きた。
　○少子化や核家族化など、育児を取り巻く環境の変化により、育児に悩む母親や育児にストレスを感じる母親が多くなってきており、
　　育児に対する支援を行う必要性が高くなってきている。
　○受診環境の整備は、毎日健診、ミニドック、ヘルスサポート事業などにより整えられてきたが、特定健診の健診受診率は２４％と
　　低迷している。
　○がん検診については、女性特有のがん推進事業などにより、子宮がん、乳がんの受診率は向上してきたが、がん全体の受診率
　　については、まだまだ低迷している。
　○22年度中に、健康づくりの基本計画である「いきいきさがし２１」及び母子保健の基本計画である「健やか親子計画」の事業推進
　　を図るため、中間見直しを行い、目標値等の再設定を行った。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

○達成度：成果目標数値Ａは80.4％、評価目標数値Ｂは81.9％で、いずれも目標値を達成している。
○妥当性：構成事業については、施設管理費以外は、概ね成果に直結する事業が多く、現行の体系でよい。
○経済性：施策の経費は増加したが、市民ニーズ・成果実績も高水準にあるため、妥当であると考える。
○必要性：H23年の市民アンケートにより、今後の重要度が３８施策中９番目であり、市民のニーズは高い水準である。

必要性（市民・社会ニーズ） 増加している ●

一部妥当ではない 妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） ● 達成している

妥当性（構成事業見直し） ● 現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ● 妥当な水準である

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

 【市 　民】 ・自らの健康づくりの行動を実施する。
　　　　　　　　（生活習慣の改善のための食生活や運動など取り組み、各種健診を受診し自主的に健康管理を実践する。）
　　　　　　  ・保護者は、乳児、幼児の健康の保持増進に努める。
　　　　　　　・国民健康保険制度の趣旨を理解し義務を果たす。
 【地域等】 ・健康づくりを推進する地域での活動や仲間づくり(グループづくり）に取り組む。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

　○健康づくりの意識啓発と疾病予防・生活習慣病予防等への支援を行う
　○法定予防接種、健（検）診等を実施する
　○健康づくりを推進する仲間(グループなど）の育成・支援を行う
　○国民健康保険制度の健全な運営を図る

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

　○団塊の世代が退職し、健康づくりに取り組む高齢者が増加する。
　○法で、医療保険者に特定健診業務等が義務付けられ、受診率の目標値を設定されたため、市としても、佐賀市国保の医療保険者としての責
　　務が大きくなった。
　○法で、県市町に「がん対策推進の責務」が課され、佐賀県は検診受診率を５０％以上に定めた。
　○国が、女性特有のがん（子宮がん、乳がん）対策を実施した。
　○国において、法定接種に向けた子宮頸がんワクチン等予防接種緊急推進事業が開始され、今後法定接種の対象疾病が広がる。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

　○市民から,健診の制度が分かりにくく、申し込み方法や受診場所など運営についての要望があり、戸別訪問等による受診勧奨やミニドック、毎
　　日検診などの健診機会の充実、特定健診とがん検診の同時受診など工夫を凝らしている。
　○医師会から、特定健診やがん健診など健康づくりに対する佐賀市独自の施策の展開を望まれており、糖尿病対策委員会における糖尿病対策
　　や子宮頸がん対策研究会での検討によるＨＰＶ検査など、市医師会と協議を進めながら対応している。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

○22年度佐賀県健康増進事業取組状況
で県内２位にランク。昨年度6位から向
上。

○健康づくりは、市民自らが食生活・生活
習慣病等に留意しながらと取り組むべきも
のである。
○行政は、健康づくりに対する普及啓発、
支援を推進していく。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

○身近で気軽に取り組めるウォーキング
やラジオ体操の取り組みにより、市民に健
康づくりの意識が浸透してきた。



メートプラザ管理運営事業、ほほえみ館管理
運営事業、三瀬保健センター管理運営事業、
諸富保健センター管理運営事業、大和健康
管理センター管理運営事業、川副保健セン
ター管理運営事業、東与賀保健センター等管
理運営事業、久保田保健センター等管理運
営事業、富士保健運動センター管理運営事
業、母子保健健康管理システム更新事業、
学校環境衛生改善事業、医療費通知事業
（国民健康保険）、鍼灸療養費助成事業、療
養費支給事業、療養給付事業、高額療養費
支給事業、運営協議会費、高額介護合算療
養費、後期高齢者支援金、前期高齢者納付
金、老人保健拠出金、介護納付金、保険財
政共同安定化・高額医療費共同事業拠出
金、国民健康保険特別会計繰出金［保険年
金課］、国民健康保険基金積立金、個別健康
教育事業、健康手帳交付事業、健康づくり計
画策定事業（単年度）、健康づくり推進団体
支援事業、健康づくり支援事業（単年度事
業）、学校医・学校歯科医・学校薬剤師の配
置、健康増進事業、新型インフルエンザワク
チン接種費用助成事業（Ｈ22年度終期）、母
子保健計画策定事業（単年度）、出産育児一
時金支給事業、

移送費支給事業、口座振替の促進、国保嘱
託員の活用、収納徴収事業、国民健康保険
資格管理事業、国保税賦課事業、レセプト点
検事業（国民健康保険）、第三者行為求償事
業（国民健康保険）、葬祭費支給事業、国保
連合会負担金

事務事業の成果向上余地

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

がん検診事業、予防接種事業、
女性特有のがん検診推進事
業、特定健康診査事業、特定保
健指導事業

佐賀市健康運動センター管理運営事業、健康
推進員育成事業、｢いきいきさがし２１｣普及啓
発事業、ラジ＆ウォーク推進事業、出産母子支
援事業、母子保健推進員活動事業、妊婦健康
診査事業、乳児健康診査事業、趣旨普及事

ヘルスアップ宣言推進事業、食育推進事業、健
康相談事業、健康教育（集団）事業、訪問指導
事業、結核検診事業、食中毒等予防対策事
業、自殺予防普及啓発事業、フッ素応用むし歯
予防事業、歯科保健対策事業、妊産婦の健康
相談事業、１歳６か月児健康診査事業、３歳６
か月児健診事業、乳幼児健康相談事業、絵本
の読み聞かせ事業、すくすく子育て相談会、乳
幼児むし歯対策事業、フッ化物応用むし歯予防
事業、不妊治療費助成事業、児童生徒・教職員
の各種健康診断等の実施、人間ドッグ受診助
成事業、脳ドッグ受診助成事業、

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３

７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

【取り組むべき課題】
　○市民の健康保持のため、特定健診の受診率や特定保健指導の実施率の向上を図るため、制度の周知とともに、訪問勧奨など、
　　積極的な受診勧奨や健診機会の拡充などの取り組みを行う。
　○がん検診受診率向上のため、特定健診との同時健診のための取り組みやＨＰＶ検査や女性特有のがん対策の推進のための取り
　　組みを行う。
　○日本脳炎予防接種及び麻しん風しん予防接種など予防接種の接種率向上のための接種勧奨を行う。
　○健康づくりを地域で広げるための人材・団体の育成を引き続き行う。
　○「朝ラジ・まなざし・朝ごはん」プロジェクトなど、関係課、関連事業との連携した事業の展開を図る。
　○平成22年度開催した食育全国大会を契機にした食育推進の取り組みを図る。
　○母子保健事業と子育て支援事業など関係各課との横の連携を強化する。

大 中 小

大

中



●●●●次年度方向性次年度方向性次年度方向性次年度方向性のののの考考考考ええええ方方方方

減少 維持 増加

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

佐賀市健康運動センター管理運営事業、健康
推進員育成事業、｢いきいきさがし２１｣普及啓
発事業、ラジ＆ウォーク推進事業、出産母子支
援事業、母子保健推進員活動事業、妊婦健康
診査事業、乳児健康診査事業、趣旨普及事業

がん検診事業、女性特有のがん検診推進
事業、特定健康診査事業、特定保健指導
事業、予防接種事業、

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

維持

事
務
事
業
の
成
果

向上

メートプラザ管理運営事業、ほほ
えみ館管理運営事業、三瀬保健セ
ンター管理運営事業、諸富保健セ
ンター管理運営事業、大和健康管
理センター管理運営事業、川副保
健センター管理運営事業、東与賀
保健センター等管理運営事業、久
保田保健センター等管理運営事
業、富士保健運動センター管理運
営事業、母子保健健康管理システ
ム更新事業、

ヘルスアップ宣言推進事業、食育推進事業、健康
相談事業、健康教育（集団）事業、訪問指導事業、
結核検診事業、食中毒等予防対策事業、自殺予防
普及啓発事業、フッ素応用むし歯予防事業、歯科
保健対策事業、妊産婦の健康相談事業、１歳６か
月児健康診査事業、３歳６か月児健診事業、乳幼
児健康相談事業、絵本の読み聞かせ事業、すくすく
子育て相談会、乳幼児むし歯対策事業、フッ化物
応用むし歯予防事業、不妊治療費助成事業、個別
健康教育事業、健康手帳交付事業、健康づくり推
進団体支援事業、健康増進事業、健康づくり計画
策定事業（単年度事業）、健康づくり支援事業（単
年度事業）、新型インフルエンザワクチン接種費用
助成事業（Ｈ22年度終期）、母子保健計画策定事
業（単年度事業）、
児童生徒・教職員の各種健康診断等の実施、学校
環境衛生改善事業、学校医・学校歯科医・学校薬
剤師の配置、
人間ドッグ受診助成事業、脳ドッグ受診助成事業、
医療費通知事業（国民健康保険）、鍼灸療養費助
成事業、療養費支給事業、運営協議会費、高額介
護合算療養費、前期高齢者納付金、老人保健拠出
金、国民健康保険基金積立金、出産育児一時金支
給事業、移送費支給事業、口座振替の促進、国保
嘱託員の活用、収納徴収事業、国民健康保険資格
管理事業、国保税賦課事業、レセプト点検事業（国
民健康保険）、第三者行為求償事業（国民健康保
険）、葬祭費支給事業、国保連合会負担金、療養
給付事業、高額療養費支給事業、保険財政共同安
定化・高額医療費共同事業拠出金、国民健康保険
特別会計繰出金［保険年金課］、介護納付金、後期
高齢者支援金

「いきいきさがし２１」「すこやか親子計画」「食育推進計画」及び「特定健康診査等実施計画」に沿って、下記の重点事業を実施する
　○身近で継続できる健康づくりとしてのウォーキングやラジオ体操を契機とした地域での健康づくりグループの育成及び定着を図る。
　○生活習慣病の改善が必要な４０代５０代の受診率が低く、また、平成２４年度には受診率６５％の目標が設定されており、国民健康
　　保険被保    険者の特定健診・特定保健指導の受診率向上を図る。
　○がん検診受診率５０％の目標に向かい、特定健診との同時受診の機会の拡充やＨＰＶ検査や女性特有のがん対策等に取り組むと
　　ともに、市民へのＰＲ等、受診率向上を図る。
　○糖尿病の重症化予防のため、医療機関と連携し、支援体制の整備を図るとともに、健診結果による指導対象者のフォローを行う。
　○健康づくり推進のための地域リーダーの育成を新市へ広げ、市民自ら健康づくりに取り組み活動へとつなげていく。
　○予防接種の充実を図る。特に、麻しん風しんや日本脳炎の未接種者への接収勧奨を行い、麻しん風しん・日本脳炎の抗体率を高
　　める。
　○育児支援のため、母子保健事業と子育て支援事業との連携強化を図る。

減少



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）
（28点満点）

・18年度評価 16.86 ・実績水準総合評価（28点満点） 20.77

・重要度総合評価（14点満点） 11.27

・19年度評価 17.14 ・今後のコスト水準（10点満点） 6.63

・市の裁量余地の大小（10点満点） 6.05

・20年度評価 16.11

※経営戦略会議調整

・21年度評価 20.57    なし（採点結果どおり）

・22年度評価 19.03 参考：H23方針

成果向上・コスト向上

　■平成24年度方針

平成２０年度実績

65

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　  237,501       　）

項　　目

77,541

2,599

17,798,840

617,258

効率性指標

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

556,225

25,898,440

106,704

572,428

28,647,227

118,209

平成２１年度実績

18,416,098

74,942

平成２２年度実績

78

25,342,215

82

28,074,799

2,410

120,619

2,342

109,046

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/     237, 501       　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　　237,501          　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


